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消費者保護法と電子たばこの支持: ニュージーラ
ンドのアオテアロアで喫煙が消えつつある理由
 

導入
ニュージーランドでは、過去50年間にわたって喫煙率が着実に低下しており、過去10年間で電子たばこ
製品が合法化され広く普及して以来、より安全な製品の使用が大幅に増加するにつれて、喫煙率の低下
は加速しています。ニュージーランドは現在、世界で最初の「禁煙」国の一つとなる軌道に乗っています。
禁煙国とは喫煙率が5％未満に減少したことを示す指定国のことです。この報告書は、ニュージーランド
の禁煙化へ向けた複雑かつ急速な軌跡と、この国の公衆衛生に対する消費者志向のアプローチから学
べる教訓を探ることを目的としています。

ニュージーランドの喫煙率は時間の経過とともにどのように変化したのか
たばこは、18 世紀半ばから後半にかけて、ニュージーランドの初期のヨーロッパ系流入者や入植者によ
って、当初は貿易商品として導入されました。i それ以前は、ニュージーランドの先住民族はたばこを使用
していませんでした。 

他の多くの国と同様に、たばこの使用は急速に社会全体に浸透しました。ニュージーランドのたばこ消
費量は1960年代にピークに達しました (ニュージーランドにおける個人の喫煙習慣に関する人口全体
のデータが整備されるようになったのは1976年になってからであることに注意してください)。ii 1976年ま
でに男性の喫煙率は40%で、女性の喫煙率は32%と記録されています。iii ニュージーランドの喫煙率は、
その後数十年にわたって着実に減少しました。 2011/2012 年には成人の18.4%が現在喫煙者でした
が、2023 年には8.3%に減少しました。iv、v、vi ニュージーランド健康調査データに関する当社の予測では、
喫煙率は2025年までに約5% まで低下し続けると予想されています。

一般人口全体の喫煙率は10%以下に低下しましたが、vii ニュージーランドの少数民族、先住民族、社会的
弱者の間では喫煙率に大きな格差が残っています。歴史的に、マオリ族の喫煙率はヨーロッパ系の人々
に比べて著しく高く、viii喫煙率は低下しているものの、ニュージーランドのスモークフリー2025ゴールで定
められた喫煙率5%よりも依然として著しく高い値をとっています。ニュージーランドの人口の16％を占め
るマオリ族の1日当たりの喫煙率は、2022/2023年には17.1％でした。この数値は、ヨーロッパ系の人々
の1日あたりの喫煙率 6.1%と大きく異なります。ix 2022/2023 年のアジア系の人々の1日あたりの喫煙
率は3.3%でしたが、太平洋系の人々の1日あたりの喫煙率は6.4%でした。歴史的に、マオリ族と太平洋
諸島の人々は、ニュージーランドの他のコミュニティと比較して、一日の喫煙率がかなり高かったことがわ
かっています。x

ニュージーランド人がより安全なニコチン製品に切り替え始めた契機
この喫煙率の低下をよりよく理解するには、過去10年間に起こった、より安全なニコチン製品に対する考
え方の変化を詳しく見る必要があります。2018年以前、ニュージーランドではニコチンベイプ製品の販売
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は違法でしたが、ニコチンを含まないリキッドと同様にベイプデバイスの販売は許可されていました。一
部のオンラインベンダーがニコチン入りリキッドを販売しており、これによりニュージーランド人は合法的
な電子たばこでニコチン入りリキッドを使用し、規制を回避できるようになりました。ニュージーランドの
2015/2016年の電子たばこ普及率は1.4%でした xiii - これは、2016年に合法的な電子たばこ市場があ
り、ニュージーランドの4 倍の普及率（5.7%）であった英国とは対照的でした。 xiv 2018年にニコチンを含
む電子たばこ製品が合法化された後、ニュージーランド健康調査の最新データによると、ニュージーラン
ドでは電子たばこの急速な普及が見られ、2022年の時点でニュージーランドでは電子たばこ製品の使
用がたばこの喫煙を上回りました。xv

ニュージーランドでニコチン入り電子たばこ製品が合法化された直後、米国、オーストラリア、中国を含む 
14 か国の喫煙者および元喫煙者を対象とした 2019 年の調査では、xvi ニュージーランドでは元喫煙者と
現在喫煙者の間の電子たばこの普及率は英国に次いで 2 番目に高いことがわかっています。国際たば
こ規制（ITC）ニュージーランド調査に参加した現喫煙者と元喫煙者を対象とした調査では、電子たばこ
製品を使用する主な理由は、お金を節約したいから、次に喫煙量を減らしたい、禁煙したいからという理
由が挙げられていることが判明した。xvii

なぜ電子たばこがより安全なニコチン製品の主な選択になったのか
2018年以前は、1990年の無煙環境および規制製品法に基づいて、ニコチンを含む電子たばこ製品や電
子リキッド、さらにはより安全なニコチン製品の販売が禁止されていました。 

この法律は「噛むこと、またはその他の経口使用（喫煙以外）に適していると表示または記載されている
たばこ製品」の販売を禁止しており、xviiiより安全なニコチン製品のほとんどに適用されるものでした。これ
らの規制によりニコチン入り電子たばこは事実上禁止されていましたが、規制が施行されることはほとん
どなく、個人使用のための輸入は許可されていました。この禁止が実施されている間、代わりにニコチン
入り電子たばこは医薬品として認可されましたが、医療用ニコチンベイプ製品の認可は一度も与えられま
せんでした。 xix ニコチン入り電子たばこが禁止されていたにもかかわらず、2018 年以前から電子たばこ
の活発なコミュニティが存在し、オンラインベンダーを通じてニコチン入り電子たばこ製品を購入すること
ができ、完全合法化に先立ってより安全な製品をサポートするようになっていました。

出典: : NZHS: New Zealand Health Surveyxi, WHO: global report on trends in prevalence of tobacco use 2000–2025. Fourth edition.xii The 
forecast to 2025 is the author’s linear extrapolation of data points from 2016 to 2023 for vapers and 2021 to 2023 for smokers.

ニュージーランドにおける喫煙とベイプの有病率、2007年～2025年 
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オンラインショップと実店舗の両方でニコチン入りリキッドの取引が急増する中、2017年にフィリップモリ
スインターナショナル (PMI) がニュージーランドでヒーツという加熱式たばこスティック (IQOS 加熱式
たばこ製品用) の販売を開始しました。その後、ニュージーランド保健省が、ヒーツの販売が1990年の無
煙環境規制製品法に違反しているとしてPMIに対して訴訟を起こした後、地方裁判所はPMIが加熱式た
ばこ製品をニュージーランドで市場に出すことができるとの判決を下しxx、新規経口たばこ製品に対する
既存の禁止措置は気化装置には適用されないと述べたxxi。合法化されるまで、政府は電子たばこに対す
るさらなる法的取り締まりを求めることに消極的であった。この決定を受けて、加熱式たばこやニコチン
入り電子たばこ製品を含む多くの新しいニコチン製品がニュージーランド市場に投入されていきました。 

これは、合法化初期の電子たばこ製品マーケティング規制が限定的であったことと相まって、合法化直後
のニュージーランドにおける電子たばこ製品の使用の急速な増加に関連しています。 xxii ニュージーラン
ドにおけるより安全な製品の人気には、多種多様なフレーバー付き電子たばこ製品が一役買っているこ
とが示唆されており、xxiii ニュージーランドの喫煙者と元喫煙者を対象としたある横断研究では、フレーバ
ーの種類と多様性が、ベイプを始める主な理由となっていることがわかりました。

電子たばこの増加により喫煙率はどのような影響を受けたのか
ニコチンを含む電子たばこ製品が合法化される前から電子たばこの喫煙率は比較的高かったもの
の、2018年の電子たばこ禁止令解除以来、ニュージーランドでは電子たばこの利用者数が大幅に増加し
ました。2015/2016年、ニュージーランドの成人における現在の電子たばこ普及率は 1.4%でした。xxiv ニ
コチン含有電子たばこ製品の合法化直後の2018/2019年までに、電子たばこ普及率は3.9%に跳ね上が
りました。xxv 2022/2023年の時点で、現在のニュージーランドでの電子たばこ普及率は11.9% です。xxvi 
2023 年のニュージーランドの人口は 5,24 0,000人のため、2023年に約623,000人の電子たばこ利用者
がいたということになります。xxvii 上の図に示すように、ベイプ使用率の上昇とそれに伴う喫煙率の低下に
より、ベイプ使用率が従来のたばこの喫煙率を追い越しています。

マオリ族と太平洋系住民の間での電子たばこ利用率の上昇は、ニュージーランドの他の民族の間での
電子たばこ利用率の増加をはるかに上回っており、2022/23年にはマオリ族の27.7%、太平洋系住民の
21.7%が現在の電子たばこの使用を報告しています。xxviii これは、ニュージーランドで電子たばこが合法
化されて以来、大幅な増加です。 2019/20年から2022/23年にかけて、毎日電子たばこを吸うマオリ族と
太平洋地域の人々の割合は4倍以上に増加したのに対し、全体の電子たばこ率は同時期に2倍となって
いました。xxix 2018/19年から2022/23年にかけて、マオリ族の現在の成人喫煙率は33.4%から20.2%に
低下しました。xxx さらに驚くべきことは、太平洋諸国の喫煙率の突然の低下です。このコミュニティの現在
の喫煙者数は、2018/19 年から 2022/23 年の間に半減となり、24.7% から 10.3% に減少しました。xxxi

より安全なニコチン製品の規制において政府はどのような役割を果たして
きたのか
ニュージーランドは近年、電子たばこ製品の規制と制限に対するアプローチを大幅に変更しました。前述
したように、ニコチン入り電子たばこ製品は 2018 年まで禁止されていましたが、この法律が施行される
ことはほとんどなく、一部のベンダーはニコチン含有リキッドを販売する際施行を回避することができま
した。 2018年から2020年にかけて、ニコチン含有電子たばこ製品およびその他のニコチン気化製品に
対する規制は限定的であり、電子たばこ製品のマーケティングに対する制限は比較的少なかったとされ
ています。xxxii 2020年、無煙環境および規制製品（電子たばこ）改正法案は、電子たばこ製品をより厳格
な法的管理下に置くことを目指しxxxiii、紙たばこの消費を管理する以前の法律とさらに歩調を合わせる形
となっていました。この法律で導入された要件には、ニコチンを含む電子たばこ製品の広告の禁止、年齢
制限、および既に施行されている特定の公共および私的スペースでの喫煙禁止の下で電子たばこを持
ち込む制限が含まれていました。 小売業者向けの段階的ライセンスシステムではフレーバー付きリキッ
ドの販売を制限しており、非専門小売業者はたばこ、ミント、メンソールフレーバー付きリキッドの販売の
みを許可され、電子たばこ専門小売業者は限られた範囲のその他のフレーバーの販売を許可されている
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状態です。xxxiv アオテアロア・ベイパーズ・コミュニティ・アドボカシー（AVCA）などの消費者擁護団体は、
規制当局に正確で証拠に基づいたアドバイスを提供することに尽力しており、一方でニュージーランド政
府は消費者団体の意見に積極的に耳を傾け、より安全なニコチン製品の効果的な規制を導入するととも
に、若者にこれらの製品の使用を思いとどまらせるよう努めてきました。

ニュージーランド政府は、2023年1月に無煙環境および規制製品 (喫煙たばこ) 改正法を制定し、スモー
クフリー2025アクションプランに大幅な変更を加えました。xxxv この初めての法律xxxviは、たばこ製品に変
動年齢制限を導入することを目的としており、2009 年以降に生まれた人は合法的に購入できなくなると
いうものです。 xxxvii しかし、2023 年の政権交代後、この法律の一部の要素は保持されたものの、この措置
は、たばこ製品の脱ニコチン化およびニュージーランドにおけるたばこ製品小売業者の総数の削減措置
とともに、2023 年末に次期政府によって廃止されました。xxxviii

使い捨て電子たばこの禁止は、使い捨て電子たばこ製品の普及に対する懸念が高まる中、2024 年初め
にニュージーランド政府によって導入されましたxxxix。 2024年10月1日から施行され、すべてのベイプデ
バイスには取り外し可能なバッテリーが必要であり、フレーバー名の制限に準拠する必要があります。xl 
1990年無煙環境および規制製品法に基づき、公共スペースでのベイプは喫煙と同様の方法で規制さ
れ、特定の屋内のプライベートおよび公共スペースではベイプの禁止が施行されています。xli

他のより安全なニコチン製品の規制は依然として不完全です。 2018年に加熱式たばこ製品の販売が電
子たばこ製品とともに事実上合法化されたため、加熱式たばこ製品はニュージーランドで合法的に購入
できます。 2024年7月、喫煙者の切り替えと禁煙を促すことを目的として、加熱式たばこ製品に対する消
費税が50%引き下げられた。 ケイシー・コステロ副保健大臣は声明で次のように説明した。「電子たばこ
は誰にでも効果があるわけではなく、やめようとしている人も何度か試している。HTPは電子たばこ製品
と同様のリスクプロファイルを持っており、現在合法的に入手可能であるため、これらの製品の物品税半
減がどのような影響を与えるかをテストしている。」xliiニコチンパウチとスヌース（リスク低減型経口タバコ
製品）の販売は禁止されていますが、新規経口ニコチン製品に対する規制は引き続き実施されています。
ただし、消費者は個人使用のために海外からニコチンポーチを輸入することができます。ニュージーラン
ド政府は、スモークフリージェネレーション政策の廃止計画とともに、ニコチンポーチとスヌースの再合
法化を示唆しています。xliii,xliv

ニュージーランドのより安全なニコチン製品に対する比較的現実的な姿勢は、ニコチンを薬局でのみ入
手可能とすることでSNPの入手を大幅に制限している隣国のオーストラリアとは対照的です。 興味深い
ことに、2018年以前には、ニコチンを含むベイプ製品もニュージーランドで医薬品として規制されていま
した（ただし、当時は医療用ベイプ製品は存在していません）。 オーストラリアとニュージーランドがそれ
ぞれとった対照的なアプローチは、たばこ規制措置が喫煙者の可燃性たばこからより安全な製品への移
行を妨げたり、助けたりしてきたことを示しています。オーストラリアは、より安全なニコチン製品の入手可
能性を大幅に減少させようとし、合法的な市場が存在しない中、盛んな闇市場の拡散を招きました。

その代わりに、ニュージーランドは、より安全なニコチン製品を積極的に奨励し、規制当局の監督と公衆
衛生に広く協力的なメッセージングを通じて、消費者がより安全な製品を使用することで、自らの意思で
喫煙行動に前向きな変化を起こすことを可能にしました。xlv両国の喫煙率には著しい差があります。14
歳以上のオーストラリア人の現在の喫煙有病率は、2018年の12.8％から2023年の11.8％へとわずかに
低下しただけであり、オーストラリアの喫煙率は近年頭打ちとなっています。xlviこれは、同じ期間におけ
るニュージーランドの喫煙率の低下とは対照的であり、現在の喫煙有病率は2017/2018年の15.1％か
ら2022/2023年には8.3％に低下しました。 xlvii オーストラリアの禁煙率のこの鈍化は、オーストラリアが
タバコを除くニコチン製品の商業的販売を全面的に禁止したことと部分的に関連していることが示唆さ
れています。xlviii xlix オーストラリアのベイプ普及率は同期間に大幅に増加しており、2018年の1.4％から
2023年には8.9％に急上昇しています。l

スモークフリー2025の行動責任者は、「この期間におけるニュージーランドとオーストラリアの政策上の
唯一の違いは、ニコチン入り電子たばこの販売が紙巻きたばこと競合することを認めているのに対し、オ
ーストラリアはより安全な電子たばこをほとんどの人々の手の届かないところに置いた処方モデルを採
用していることだ。」と強調しました。li

https://x.com/avcanz?s=09
https://www.ash.org.nz/
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政府や保健機関は、危害軽減のために電子たばこに関してどのようなメッ
セージを送ってきたのか
2017年、国内で電子たばこが合法化される前のニュージーランド政府は、2025年までにニュージーラン
ドの無煙化を達成する上で、特に社会的弱者の間での喫煙率の格差を減らす上で電子たばこが果たせ
る貢献を強調しました。lii ニュージーランドのスモークフリー2025アクションプランは、2025年までに喫
煙率を5%未満に削減することを目指しており、それによって「禁煙」ステータスが達成できるというもので
す。政府の意図の中には、喫煙に関連した害悪の負担に関する不平等の解消、完全に禁煙する人の数の
増加、喫煙を開始/継続する若者の数を減らすことによる非喫煙世代の確保などが含まれます。liii

この 2025 年の禁煙目標の一環として、保健省は喫煙者の禁煙を支援する上でのベイプの役割を強調
し、ベイプの助けを借りて禁煙を目指す人々に公式リソースを提供しました。ニュージーランドの公的資
金による医療サービスであるヘルス・ニュージーランドが運営する禁煙リソースであるスモークフリー・ニ
ュージーランドは、「禁煙を試みている人々にとって、電子たばこ製品の使用は正当な選択肢である」と述
べています。liv ニュージーランド保健省とニュージーランド保健省も、Vaping Facts Websitelvを通じて、
次のように強調しています。 コクランレビューは、電子たばこは喫煙よりもはるかに安全であるという見解
を示していますlvi。特に電子たばこ製品の使用時に燃焼が起こらず、電子たばこ製品と可燃性たばこの
併用が個人の禁煙への道程の有効な部分となり得るという事実に焦点を当てています。 lvii、lviii これらの
サービスが述べている最終目標は、ニコチンを使用している人は、接種方法に関係なく、最終的にはニコ
チンの使用をやめるべきであるということです。 2025 年の禁煙目標をめぐる政府のメッセージは、主に
非喫煙者が喫煙を始めるのを防ぎ、喫煙する人々の禁煙を支援することに重点を置いています。lix

ニュージーランド政府の禁煙メッセージの重要な焦点は、疎外されたニュージーランド人コミュニティ間
での喫煙に関連した被害の大きな格差に取り組むことでした。 ニュージーランドのマオリ族と太平洋民
族のコミュニティでは喫煙率が依然として高い一方で、lx 電子たばこの普及も同様に、人口全体よりもこ
れらのコミュニティではるかに速いペースで行われています。

2024年10月に発表予定の使い捨て電子たばこ製品の禁止を発表する中で、ニュージーランドのケイシ
ー・コステロ副保健大臣は、人々の禁煙を助ける上で電子たばこ製品が果たせる重要な役割を改めて
強調し、次のように述べました。 「再利用可能な電子たばこは重要な禁煙器具であり、今後も入手可能で
す。」保健副大臣も「電子たばこが喫煙率の大幅な低下に貢献した」と強調していますlxiが、2024年6月の
閣議で詳述されているように、政府は若者の電子たばこに対する懸念を依然として抱いていますlxii。

重要なポイント
政府および公衆衛生機関は、消費者と協力して、2025年までにニュージーランドの禁煙を達成する上で
電子たばこが果たせる重要な役割を強調しています。ニュージーランドは、消費者寄りの法律を効果的に
制定する能力を実証しており、一部のより安全なニコチン製品を一貫して支持していることが、禁煙戦略
の重要な要素となっています。その中心となっているのは消費者であり、消費者はより安全な製品に対す
る需要を確立し、当初の立法上の反対にもかかわらず、これらの製品が存在する可能性があり、存在し続
けることを政府に証明しました。

ニュージーランドは、英国、日本、スウェーデン、ノルウェーと並んで、SNPがニコチン市場で代替効果を持
っているという証拠をさらに重視しており、これらのより安全な製品が紙巻きたばこの代替として積極的
に使われています。このまま比例規制の軌道に乗れば、ニュージーランドは「スモークフリー2025」という
目標を達成できる可能性がかなり高いと言えます。逆に、隣国オーストラリアは、電子たばこの禁止が喫
煙率に悪影響を及ぼし、矛盾した影響を及ぼしていることを実証しています。
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たばこの健康被害軽減低減をめぐる世界の状況、またはこのGSTHRブリーフィングペーパーで提起されたポイント
の詳細については、info@gsthr.orgにお問い合わせください。

私たちについて：Knowledge•Action•Change (K•A•C) は、人権に根ざした公衆衛生戦略として、有害物質の削減
を推進しています。40年以上にわたり、薬物使用、HIV、喫煙、性的健康、刑務所における有害物質削減活動に携
わってきた経験を持っています。K・A・Cは、たばこの健康被害軽減低減をめぐる世界の状況 (GSTHR)を運営し、
世界200以上の国と地域におけるたばこ害軽減の発展、より安全なニコチン製品の使用、入手、規制対応、喫煙率
や関連死亡率についてマップを作成しています。すべての出版物とライブデータについては、https://gsthr.orgをご
覧ください。
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